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調査の背景・テーマ・結果概要
対日直接投資促進戦略等を踏まえ、Out-In M&Aの促進に向けた課題や、対日直接投資におけるミッシングピースに関する
調査分析を行った。また、スタートアップ等海外企業と日本企業の国内外における協業・出資等について調査分析を行った。

調査の全体像

調査テーマの概要 調査結果の概要

（1）Out-In M&A

（２）対外投資・M&A

（３）対日直接投資に
おけるミッシングピース

• 対日直接投資の手法であるOut-In 
M&Aを日本でより促進していく上での
課題・施策の方向性について調査検討

• 「J-Bridge」※を通じて、日系企業と海
外スタートアップ等との協業・出資等を
促進していく上での課題・施策について
調査検討

• 日本に欠けている部分（ミッシングピー
ス）に外国の企業や資本、技術や知
見を呼び込むことにより創出できる価値
や、特に重視すべき分野等について調
査検討

• Out-In M&Aは海外販路拡大や経営の高度化等から重要だが、日本の取引額等は諸外国と比べ小さい
• 日本の課題は、Out-In M&Aの対象企業/事業が顕在化していないことであり、その要因はセルサイド
である日本企業が戦略的な事業売却に係る経営判断をしていないこと等と考えられる

• 施策として、経営陣に対するOut-In M&Aによる戦略的事業売却の効果の周知等を検討し、周知対象
や周知手法に関する意見のほか、根本課題のコーポレートガバナンス強化に関する意見が寄せられた

• ＳＵ投資規模などを踏まえて、投資が集中する地域と、投資が限定的な地域に分けて課題を整理した
• 特に投資が集中し競争が激化している地域について、日本本社の承認が遅い・フォローオン投資ができな
いといったこと等の課題が大きいと想定される

• 施策として「政府系投資機関による海外SUへの投資促進」「方法論・ベストプラクティス等の整理・情報
提供」「先行する大企業・ファンド等とこれから投資を本格化する企業等との協働促進」を検討した

• 中長期的な視野で対日直接投資を推進するに当たり、産業構造上の課題に関わる日本のミッシングピー
スとして、主に「人材」（特に外国人人材をはじめとする多様性の不足）が挙げられた（注目すべき産業分
野への意見は限定的だった）

• 人材等のミッシングピースを解消するためには、海外SUをはじめとする外国企業誘致やエコシステムの形成
による人材の多様性向上、グローバル人材の増加等が期待される

※2021年2月に立ち上げた、JETROが運営する日本企業と海外企業の協業・M&A促進のためのプラットフォーム

• 対日直接投資は、海外から人材・技術・資金を呼び込むことで、経済の活性化に貢献

• 対日直接投資促進戦略にて「2030年に対日直接投資残高80兆円」の目標

• 当該目標の達成に向け、課題の整理や方策の調査・検討を3つのテーマで実施

背景
• データ分析：外部データベース、政府や業界団体公開の統計データ等を収集整理

• デスクトップリサーチ：過去の調査結果、文献等により、仮説を構築・検証

• 有識者ヒアリング：20社以上にヒアリング。定性情報等を収集

• 有識者会議：学識経験者1名をコアメンバーに、有識者全10名で構成、3回開催

調査手法



（１）Out-In M&A

（２）対外投資・M&A

（３）対日直接投資におけるミッシングピース



【GF多数国】
GFの比率が

高い国の多くは新興国

【M&A多数国】
M&Aの比率が

高い国の多くは欧米先進国

Out-In M&A促進の意義
Out-In M&Aは日本企業の海外販路の拡大や経営管理手法の高度化等につながり、経済活性化等の観点から重要である。
一方、日本は先進国に比べ、対内投資に占めるOut-In M&Aの比率が低く、Out-In M&Aの促進が求められる。

（１）Out-In M&A
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効果

外国企業の持つ先進的な手法（経営管
理・会計、ITシステム、人事制度等）を導
入し、ノウハウを吸収することによって、経営管
理手法が高度化

内容

外国企業のブランド力や国内外のネットワーク
を活用することが可能となり、取引先の幅を
広げ、未開拓の市場への進出を支援

外国企業の技術及びノウハウを新たに得るこ
とで、提供する商品やサービスの品質が向上

売却により獲得した資金を元に、コア事業へ
の集中や新規事業への投資を行い、事業
ポートフォリオの最適化を実現

‥
‥

Out-In M&Aとグリーンフィールド型投資の各国割合
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• 日本のOut-In M&Aは増加傾向にあるものの、諸外国と比して総取引額、1件あたり取引額、取引件数が小さい

Out-In M&Aの現状分析

Out-In M&Aの現状分析（日本のOut-In M&A、国際比較）
経済活性化等の観点から重要であるOut-In M&Aは、日本において総取引額、件数ともに増加傾向。しかし、国際比較の結果、
取引規模や産業によらず、日本はOut-In M&Aの総取引額、1件あたり取引額、取引件数が諸外国に比して小さいことがわかった。

（１）Out-In M&A

日本のOut-In M&A

• 日本のM&A件数はIn-In・Out-Inともに増加傾向

• 日本のOut-In M&A(200憶円以上)は総取引額、
取引件数ともに増加傾向

• 日本のOut-In M&Aの取引額上位10件のうち、半数
以上が海外PEファンドからの出資やカーブアウト案件

国際比較

• 取引規模1,000憶円を基準に大型、中・小型で分類し、産業、出資者国、出資比率別に国際比較

• 大型案件について、日本は総取引額、1件あたり取引額、取引件数のいずれも諸外国に比して小さい

• 中・小型案件についても、日本は総取引額、取引件数は諸外国に比して小さい

図2.日本国内におけるM&Aの件数推移 図3. 1,000億円以上の大型案件の概況 図4. 1,000億円未満の中・小型案件の概況
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日本のOut-In M&Aにおける課題の特定
Out-In M&Aの課題として、M&Aの対象となる企業/事業が顕在化しておらず、その要因として日本企業が戦略的な事業売却
の経営判断をしていないこと等が考えられる。

（１）Out-In M&A

• 有識者からは、海外企業（バイサイド）側よりも、セルサイド側の日本企業への意見が多く、Out-In M&Aの対象案件数自体が少ないという指摘があった

• これは、日本企業が戦略的な事業売却の経営判断をしていないことが要因とみられ、この要因を経営判断の主体である経営陣、企業の所有者である出
資者（株主）の観点から整理。特に日本企業の経営陣に戦略的事業売却の効果・意義が浸透していないことなどを主要課題と考えた。

日本のOut-In M&Aの課題

日本企業の経営陣における課題 出資者(株主)における課題

【効果・意義の浸透】

• 経営陣に戦略的な事業売却の効
果・意義が浸透していない

【ノウハウ・スキル不足】

• 経営陣の、戦略的事業売却のノウハ
ウやスキルが不足している

【対話に向けた情報不足】

• 企業価値向上に向けた企業との対
話を行う上で、必要な情報が出資者
に不足している

【ノウハウ・スキル不足】

• 日本国内機関投資家は企業価値
向上に向けた企業との対話に関する
ノウハウ等が不足している

戦略的な事業売却の検討/実行に係る課題

事業A 企業C
（子会社）

日本企業
(親会社)

企業B
（子会社）

事業/企業
売却

M&A対象

出資者
（株主）

企業成長に向けた対話戦略的事業売
却・事業ポート
フォリオ見直し

海外企業
（事業会社、PEファンド等）

出資

図5.日本のOut-In M&Aの課題の関係イメージ



日本のOut-In M&A促進に向けて検討した施策
戦略的な事業売却における課題を解消する施策の中でも、A.Out-In M&Aの効果・意義の周知、D.海外投資家等の活性化
について、具体的に検討した。

（１）Out-In M&A
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施策の方向性

【A. 効果/意義の周知】

• Out-In M＆Aによる経営力向
上の効果・意義の周知

【B. 企業の在り方の明確化】

• 経営陣に対し、株主との関係
性を含め企業の在り方明確化

【C. ノウハウの提供】

• 日本企業に対する戦略的事業
再編/事業売却のノウハウ提供

【D. 投資支援】

• 海外PEファンドや企業との対話
を行う機関投資家等活動促進

【E. 情報提供】

• 出資者に対する企業との対話
に必要な情報の提供

【F.ノウハウの提供】

• 国内機関投資家に対する企業
との対話に関するノウハウ提供

• 日本企業等に対しOut-In M&Aを活用した戦略的な事業売却の成功事例の発信等により、
Out-In M＆Aの効果・意義を周知

施策の要点 有識者の声

【A
. 

効
果/

意
義
の
周
知
】

誰に効果・
意義を伝える
べきか

何を効果・
意義として周
知すべきか

どのように効
果・意義を
周知すべきか

• 企業の規模や事業のグローバル
展開状況による違い、金融機関
等、周知対象の明確化

• (雇用維持・拡大をした)生産性
向上、企業価値向上、海外販
路拡大 等、周知内容の明確化

• マス向け、特定産業向け、個社
向け、金融機関経由 等、周知
手法の明確化

• グローバル化が進む業界等の企業へ周知すべき

• トップ層に加え部長級等も含めた意識改革が必要

• 成功事例や失敗事例を周知していくことは重要

• 適切な売却タイミングを周知すべき

• 金融機関を通した間接的な周知は効果的
• SNS等を活用したマス向けの周知は有効

【D
. 

投
資
支
援
】

• 市場環境整備および政府取組の積極的な情報発信等により、日本企業のコーポレートガバナ
ンス向上等に資する海外PEファンド等の参入・活動を促進

施策の要点

• 投資フェーズの中でも日本市場に関心
を喚起する情報発信が重要であり、政
府による一貫したメッセージが効果的

有識者から海外PEファンド等の活動・参入促進において
大きな課題はなく、Out-In M&Aの対象増加や日本企業
のコーポレートガバナンス強化に関する声も多く寄せられた



戦略的事業売却促進とM&Aの対象増加に向けたサイクル（イメージ）
戦略的事業売却の促進や海外PEファンド等の活性化は一連のサイクルが回ることでOut-In M&A案件の増加、ひいては企業
成長や生産性向上、経済の活性化等につながると推察。今後、このサイクルを高速回転させていくことが重要と考えられる。

（１）Out-In M&A

図6. Out-In M&Aの対象を取り巻く目指すべき日本のサイクル

【海外PEファンド等に対する施策】

D) 海外PEファンド等の参入・活動促進

E) 企業との対話に必要な情報の提供

F) 日本国内投資家に対する企業との対話のノウハウ提供

事象

戦略的な
事業再編/事業売却

M&Aの

対象増加

コーポレートガバナンス
/経営力向上

海外PEファンドの

活性化

日本企業日本企業

出資者
企業価値向上を目指して
企業との対話を行う

機関投資家等の活性化

出資者

【日本企業等に対する施策】

A) 効果・意義の周知

B) 企業の在り方の明確化

C) 事業再編/事業売却のノウハウ提供

企業成長
生産性向上

経済の活性化

売却資金による新規投資
コア事業の強化

日本企業



（１）Out-In M&A

（２）対外投資・M&A

（３）対日直接投資におけるミッシングピース



調査背景、調査にあたっての国の分類
「J-Bridge」を通じて、日本企業と海外企業（主にSU）との協業等を促進していく上での課題や施策を検討した。検討にあた
り、進出先国に対する海外からのSU投資の大小と、そこでの日本企業の存在感を日系企業による投資額の比率で分類した。

（２）対外投資・M&A

国の分類にかかる事前分析結果

※民間企業のSUデータベースに記載の、2017年4月1日～2020年3月31日における、
シリーズAおよびBの資金調達案件のうち、「J-Bridge重点分野」または「分野横断」の
スタートアップによるものを対象に集計

• 経済産業省とJETROは、2021年2月に、日本企業と海
外企業の協業・M&Aにより新しいビジネスモデルやサービス
等を生み出すことを通じてイノベーションの創出を図るため、
マッチングプラットフォームである「J-Bridge」を立ち上げた

• 今後、「J-Bridge」を通じて、更に日本企業と海外企業
（主にSU）との協業・出資等を促進していく上で、日本
企業が抱える課題を明らかにし、課題に対応するための施
策について検討を行った

調査の背景

低 高

大

小

• インド、シンガポール
• 中国、スイス

• 米国、英国、イスラエル、
ドイツ、オーストラリア

• スウェーデン、カナダ、フラ
ンス、オランダ、ベルギー、
スペイン

• ベトナム
• フィンランド、韓国

• インドネシア

• デンマーク、アイスランド、
ブラジル、ナイジェリア、ケ
ニア、エジプト

A.投資集中・競争激化

B.投資限定的・環境未成熟

◀600億円※程度
（2017年4月～

2020年3月合計）

▼中国及び韓国からの投資額比率

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
へ
の
投
資
額※

日系企業による投資額※比率



海外SUとの協業等にかかる課題仮説全体像
地域分類に加え、日系企業がSUとの協業等に至るまでのステップ別に、ヒアリング等を通じ課題を抽出。有識者からは、A.地
域の「SUへの投資競争の激化」や「フォローオン投資ができない」等の課題について意見が多く寄せられた。また、支援対象とし
て、相対的にリソースに制約がある中堅・中小企業よりも、大企業やSUに焦点を当てるべきとの意見が一定程度寄せられた。

（２）対外投資・M&A
中堅・中小 中堅・中小において特に課題と想定されるもの

特にボトルネックであると想定される課題

その他の課題
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4.交渉・契約1.方針検討 2.スタートアップ探索 3.コンタクト・面談設定

4-3
• 日系企業の要求に海外

SUが応じられない

2-2
• 継続的に新規発掘できな
い

3-2
• インナーサークルへ入り込め
ない

2-1
• 多数の候補企業を精査す
る社内リソースが不足

4-2
• 日本本社の承認が遅い

4-1
• フォローオン投資ができない

中堅・中小 中堅・中小

Ｂ

投
資
限
定
的
・

環
境
未
成
熟

4-4
• 法務DDに時間を要す

4-6
• リスクに対する考え方の違い

4-5
• SUの与信情報が収集でき
ない

2-4
• 候補企業の精査に必要な
情報が得にくい

2-3
• アーリーステージの有望企
業を発掘することが難しい

1-1
• 協業対象となるSUの抽出
条件がクリアになっていない

3-1
• SU投資の競争激化

1-2
• 制度・規制面の調査に時
間を要す

1-3
• 注目すべきテクノロジーを幅
広く把握することが困難

1-6
• 現地政府との接点がない

1-5
• 法制度の確認・理解に時
間を要す

1-4
• 事業シナジー・投資リターン
が低い

中堅・中小

• 第1回有識者会議での言及
が限定的であった課題

• 先行する大企業・ファンド等で
は課題となりにくい一方、これ
から投資を本格化する企業等
にとって課題と想定

• 第1回有識者会議で主に意
見があった課題

１

２Ａ

投
資
集
中
・

競
争
激
化

中堅・中小

• 第1回有識者会議での言及
が限定的であった課題

３



課題に応じた施策の方向性
意見が多く寄せられたA地域の課題について、課題ごとに考えられる施策をまとめ、❶～❸の方向性に整理した。

（２）対外投資・M&A

施策の方向性課題（前頁からの抜粋）

投資額の
スケールアップ

支援

投資決定までの
スピード促進

その他付加価値
（販路・ブランド等）

向上の支援

• 3-2 インナーサークルへ入り込め
ない

• 2-1 多数の候補企業を精査す
る社内リソースが不足

• 1-1 協業対象となるSUの抽出
条件がクリアになっていない

• 3-1 SU投資の競争激化
• 4-1 フォローオン投資ができない
• 4-2 日本本社の承認が遅い

• 1-2 制度・規制面の調査に時
間を要す

i. ニーズや企業戦略を踏まえたSUの探索支援
（特定分野や地域のSUリスト提供等）

j. これから投資を本格化する日系企業等向けに、
インナーサークルへ既に入りこんでいる日系大企業とのマッチング支援

k. 現地政府関係者やコミュニティとの接点を持てる交流イベント等の実施

g. 海外企業との協業にむけた戦略立案を支援
（J-Bridgeによる支援）

h. 地域・国横断で制度・規制に関する情報を整理し提供

c. 投資意思決定速度を高める組織体制や承認プロセス等の方法論や
ベストプラクティスの紹介など

b. 政府がリード投資家として海外SUに投資する
（民間企業がフォローする）

d. 販路・ブランド力等を活かして投資機会獲得するための方法論や、
先行する大企業・ファンド等のベストプラクティスの紹介など

e. これから投資を本格化する日系企業等向けに、
先行する大企業・ファンド等とのマッチング支援

a. 政府が民間のファンドにLP出資する

f. 日系企業に魅力を感じる海外SUを日系企業に紹介
（J-Bridgeの日系企業向け既存支援を海外SUにも提供）

❶政府系投資機関による海外
SUへの投資促進

➡今後関係機関と継続検討

❷方法論・ベストプラクティス等の
整理・情報提供

➡有識者会議で意見聴取

❸先行する大企業・ファンド等と
これから投資を本格化する企業
等の協働促進

➡有識者会議で意見聴取

１

２

現在の類似施策実施状況等も踏まえ
相対的に重要度が高いと想定される施策

意見が限定的であったが、これ
から投資を本格化する企業等
にとって課題と想定

有識者会議で主に意見があっ
た課題

１ ２



他国投資家

検討した施策の概要
有識者へのヒアリングや、有識者会議での意見聴取を踏まえ、A地域における課題に対する施策の方向性として、❶政府系
投資機関による海外SUへの投資促進、❷方法論・ベストプラクティス等の整理・情報提供、❸先行する大企業・ファンド等と
これから投資を本格化する企業等の協働促進を検討した。

（２）対外投資・M&A

❶政府系投資機関による
海外SUへの投資促進

❷方法論・ベストプラクティス等の整理・情報提供
❸先行する大企業・ファンド等とこれから投資を

本格化する企業等の協働促進

政府機関

これから投資を本格化す
る企業等

• 現地の現況・SU投資を実現する
ための課題・方法論

• 先行企業のベストプラクティス等
（迅速な投資意思決定のための
組織のあり方等）

• 各国の各種制度・規制に関する
情報

・・・等

ラウンドテーブル
セミナー、Webサイト等

での情報提供

• 投資決定までのスピード促進・その他付加価値向上に関する情報提供に
ついて、意思決定を担うマネジメント層を対象に、少人数の場での情報提
供を行うことが肝要という意見が寄せられた

• 投資先国の制度・規制面に関する情報提供については、各組織の中でも
担当部署の方々向けに、新しい技術・サービス分野にかかる制度・規制
情報や、国別の詳細情報のみならず、国を跨いでひとまとめに整理された
制度・規制情報等を提供することが重要という意見が寄せられた

• 政府機関によるマッチング支援等を通じて、先行する大企業・ファンド等と、
これから投資を本格化する企業等の連携を促すことが期待されるという意
見が寄せられた

• これから投資を本格化する企業等と先行する企業等が協働で出資するス
キームAと、先行する企業等に対しこれから投資を本格化する企業等や政
府がLP出資を行うスキームBが意見として寄せられた

• 海外SUへの投資も行う日本の投資家
に政府機関がLP出資することや、政府
がリード投資家として海外SUに投資す
ることで民間企業がフォロー投資家とし
て参画しやすくすることなどについての意
見が寄せられた

政府機関

先行する
大企業・ファンド等

これから投資を本
格化する企業等

海外SU
投資等

他国投資家 投資 投資

協働

マッチング支援等

出資先の海外SU等との協業支援、
海外SUへの出資・協働のノウハウ共有等

海外SU

政府機関

先行する
大企業・ファンド等

これから投資を本格
化する企業等

マッチング支援等

（LP出資等）

LP出資

出資

ス
キ
ー
ム
Ａ

ス
キ
ー
ム
Ｂ

ドイツ復興金融公庫
（KfW）

Temasek 
Holdings

関連する海外の政府系投資機関例

• リード投資家としての海外SUへの直
接投資や、海外SUへの投資も行う
ファンドに対するLP出資等を実施



（１）Out-In M&A

（２）対外投資・M&A

（３）対日直接投資におけるミッシングピース



産業構造上の課題例 産業構造上の課題に関わる日本のミッシングピース

産業構造上の課題に関わる日本のミッシングピース
日本の課題等を踏まえ、中長期的視野で対日直接投資を推進する上で、産業構造の課題に関して日本に欠けているミッシ
ングピースを把握するとともに、海外の企業や資本、技術や知見（海外資本等）がもたらす効果や重視すべき分野等を検討
した。有識者から、産業構造上の課題に関わる日本のミッシングピースとして、主として人材や資金などが挙げられた。

（３）対日直接投資におけるミッシングピース

• 多様性の不足（特に外国人人材など）

• 人材の流動性の不足、など

• 海外動向等を踏まえ注目すべき分野等が挙げられた

• 他方、日本のミッシングピースについて、有識者からは、人材等の
産業構造上の課題に関する意見が多数寄せられた

人材

• 資金（特にリスクマネー）の総量の不足

• 資本が過度に分散（スモールキャップが多い）、など

（企業を取り巻く環境等）

•過剰・ガラパゴス化した法規制、など

資金

その他

さらなるイノベーション創出の活性化

国際競争力の低下
（それを担うグローバル視点のSUが少ない）

既存産業の生産性の低さ

特定の技術・
産業分野

有識者ヒアリング・有識者会議で言及された産業構造上の課題、課題に関わるミッシングピース



海外資本等が果たし得る効果（人材）
特に人材のミッシングピースについては、外国人人材をはじめとする多様性の不足や流動性の不足についての意見が多く挙げ
られた。また、海外SUなどの外国企業から日本企業への人材の移動をはじめ、海外資本等が当該ミッシングピースを軽減する
効果を果たし得ることについての意見が寄せられた。

（３）対日直接投資におけるミッシングピース

• 分野横断的な製品・サー
ビス開発が困難

• グローバル市場のニーズに
沿う製品・サービスの開発
が困難

• 世界標準の働き方を取り
入れられない

ミッシングピースの概要

流
動
性
の
不
足

多
様
性
の
不
足
（
特
に
外
国
人
人
材
）

人
材

外資資本等が果たし得る効果のパターン

個
人
単
位

日本企業と外国企業
の協業

外国企業から日本人
人材が転職

企
業
単
位

外国企業から外国人人
材が転職

• 留学生が日本企業に就職し、多様性向上

• 海外SU等外国企
業からの人材供給
による多様性向
上・グローバル人
材の増加

1

２

1-1

1-2

1-3

ミ
ク
ロ
単
位

マ
ク
ロ
単
位

• 従業員勤続年数が短い外国企業参入によ
る雇用の流動性向上

• 外国企業の革新的な製品・サービス等を通
じた産業変革による雇用の流動性向上

効果概要

• 日本に進出した海外SUをはじめとする外国企業に従事する外国人
人材が日本企業に転職することで、多様性の向上やグローバル人材
が増加

• 日本に進出した外国企業と日本企業の協業により、
当該事業・企業の多様性向上

• 協業の過程で日本企業側のマインドセットも変化

• 日本に進出した外国企業に日本人が従事し、多様性のある環境で
グローバルにビジネスをする知見を得た後で、当該日本人が日本企
業に転職することで、グローバル人材が増加

• 日本に留学している学生が、卒業後帰国せずに日本企業に就職す
ることで、多様性向上

• 日本に参入した外国企業から革新的な製品・サービスが日本市場
に導入されることで、既存産業の変革や新産業が創出され、既存産
業から新規産業等への人材の移動が活発化

• 日本と比し相対的に従業員の平均勤続年数が短い外国企業が日
本に進出することで、雇用の流動性が向上



外資資本等が果たし得る効果（資金・その他）、注目すべき技術・産業分野
（３）対日直接投資におけるミッシングピース

人材の他にも、海外VCなどの投資家が日本市場に参入し、SUへ大規模なリスクマネーが供給されることで、資金にかかるミッシ

ングピースの軽減が期待される。また、産業構造上の課題（人材不足等）の意見が多かったものの、近年世界的に勃興して
いる分野などの意見も寄せられた。

ミッシングピースの概要 海外資本等による効果の例（仮説含む）

資
金

そ
の
他

• 資金の総量の不足

- 他の先進国と比較し、リスクマネーの供
給量が限定的で、スタートアップがスケー
ルするハードルが高い

• 資本が過度に分散
（スモールキャップが多い）

- 多数の企業が小額の資本を保有してお
り、スケールで外国企業に劣後

• 過剰・ガラパゴス化した法規制

- 日本の規制は他国と比しても厳しく、最
新の事業や技術の持ち込みに時間がか
かる

• 海外VC等の海外投資家が日本市場に参入することで、
SUへ供給されるリスクマネーの増加に寄与

• 日本企業と比し時価総額が大きい外国企業が日本に
参入することや、大規模な投資を行う海外投資家が日
本に参入することで、スモールキャップの企業が多い日本
の状況改善に寄与

• （外国企業が先端的な技術を日本に持ち込むことで
規制緩和ニーズを喚起する可能性もある）

- 一方で、規制産業においては国内企業が中心となっ
て新規事業を進めることが効率的であるとの意見もあ
り

• 新しいものを試す意識の薄さ

- 世界と比べ、新しいものを受け入れ、試
しに使う人の層が薄い

- （特に地方で）PoCの予算が限定的

• （外国企業や人材の増加することで、多少の変化をも
たらし得る可能性もある）

※上記いずれのケースであっても、海外資本等による効果のみ
では課題が完全に解消するものではないことに留意が必要

…

注目すべき技術・産業分野のパターン（例）

日本が市場的魅力を
持つ分野

日本が
弱みを持つ分野

• 世界と比して日本の市場規模が大きい等の理由
で外国企業にとって進出する魅力度が高い分野
- （例）BtoBビジネスサービス、等

• 日本では世界に対して競争力を持つことが難しい
可能性がある分野
- （例）ソフトウェア、ITプラットフォーム、等

• 世界の多くの国々で課題と認識されているため、
今後継続的に大規模なニーズが見込まれる分野
- （例）グリーン、等

• 近年急激に発展を遂げ、世界的に投資が集中
し始めている分野
- （例） Web3.0、NFT、メタバース、等

日
本
固
有

世
界
共
通

地球規模の課題に
関する分野

近年世界的に
勃興している分野

基幹的・長期的に
産業として根付く分野

• 100年単位で複数の産業を支え得る基幹的な
分野で、設備投資や研究開発に多額のコストや
時間がかかり、政府支援の重要性が高い分野
- （例）半導体、等

参考



課題の解決に向けて想定される取組の観点
（３）対日直接投資におけるミッシングピース

ミッシングピースの解消に寄与する海外資本等を国内に呼び込むための取組の観点として、「A.海外SUをはじめとする外国企
業の誘致」、「B.海外SU・投資家等が集まりやすいエコシステム形成」等が有識者ヒアリングや有識者会議で挙げられた。

課題の解決に向けて
想定される取組の観点（例）

ミッシング
ピース

人
材

共
通

B.海外SU・投資家等が
集まりやすいエコシステム形成

A.海外SUをはじめとする
外国企業の誘致

海外 日本

海外

日本

各観点の概要

• 特定の産業に特化して以下のような取組を実施することを通じ、海外SU・投資家等が集まりやすいエコシステム形成

個社単位の誘致

• ソフトウェアを提供する外国企業の中には、
自社の提供するプラットフォームをその他多
数の海外SU等に開放し、マーケットプレイ
スとして利用させているケースがある

• プラットフォームを提供する外国企業が日
本に参入した場合に、当該プラットフォーム
を利用するその他多数の海外SU等も日
本に参入しやすくなる可能性がある

ハブとなる外国企業の誘致

見
つ
け
る

呼
び
込
む

• 海外SUに投資をしている主体との連携や、政府機関自ら
投資をすることを通じて株主としてデータを得ることで、有望
企業か否かの評価がしやすくなる

• 日本のCVC等は、日本市場の魅力のアピールや資金提供
を通じて、海外SUを日本に呼び込む動きをしているため、
日本のCVC等との連携は重要

• 日本企業が外国企業を買収することで外国企業の優秀な
人材を獲得するという方法も存在

…

• 【規制緩和】 国家戦略特区、規制のサンドボックス制度等による規制緩和措置、許認可等で時間がかからない制
度改革（外国企業が利用しやすい制度設計（オンライン対応・スピード感等）、外国企業への利用促進など）

• 【インフラ整備】 ガス・電気・水道、通信ネットワークなどを安定的に低コストで利用できるようなインフラ整備

• 【制度支援等】 補助制度や減税措置など、売上・コストに資するサポート

• 【エコシステムプレイヤー誘致】 海外のアクセラレーター等、エコシステムを活性化させる活動を行う主体の誘致


